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○子ども・子育て支援審議会条例 

令和4年12月15日 

条例第23号 

改正　令和5年3月24日条例第37号 

令和6年6月27日条例第4号 

(設置) 

第1条　子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号)第72条の規定に基づき、教育委員会

の附属機関として、子ども・子育て支援審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(所掌事項) 

第2条　審議会は、教育委員会の要請に応じ、勝山市が定める子ども・子育て支援事業計

画及びこども基本法(令和4年法律第77号)第10条第2項に定める市町村こども計画その

他関連計画等に係る審議、評価、見直し等に必要な調査を行い、教育委員会に意見を述

べるものとする。 

(組織) 

第3条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。 

(任期) 

第4条　委員の任期は、3年とする。 

2　教育委員会は、審議会の委員が次の各号のいずれかに該当する場合は、これを解任す

ることができる。 

(1)　心身の故障のため、職務を行うことができないと認めるとき。 

(2)　前号のほか、職務を行うことが困難又は不適当であると認めるとき。 

3　教育委員会は、第1項に規定する任期中に前項の規定による委員の欠員が生じた場合は、

新たな者を委員に委嘱することができる。 

(委員の守秘義務) 

第5条　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならず、その職を退いた後も同様とす

る。 

(会長) 

第6条　審議会に、会長を置く。 

2　会長は、委員の互選によって定める。 

3　会長は、審議会を代表し、会務を総理し、及び会議の議長となる。 
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4　会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がそ

の職務を代理する。 

(会議) 

第7条　審議会の会議は、会長が招集する。ただし、委員が委嘱された後において最初に

行われる会議その他必要なときは、教育委員会が招集する。 

2　審議会は、過半数の委員の出席がなければ会議を開くことができない。 

3　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の時は、会長の決するところによ

る。 

(委任) 

第8条　この条例の定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、教育委員会規

則に定める。 

附　則 

(施行期日) 

1　この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2　この条例の施行の際、現に審議会の委員である者は、この条例の規定に基づき委嘱さ

れたものとみなし、その任期は、第4条第1項の規定にかかわらず、令和6年2月29日まで

とする。 

附　則(令和5年3月24日条例第37号抄) 

(施行期日) 

1　この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

8　この条例の施行の際現に改正前の子ども・子育て支援審議会条例第3条の規定により委

嘱された委員(以下「従前の委員」という。)である者は、この条例の施行の日に、この

条例による改正後の子ども・子育て支援審議会条例(以下「改正後の条例」という。)第

3条の規定により、子ども・子育て支援審議会委員として委嘱されたものとみなす。こ

の場合において、その委嘱されたものとみなされる者の任期は、改正後の条例第4条第1

項の規定にかかわらず、令和6年2月29日までとする。 

附　則(令和6年6月27日条例第4号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○子ども・子育て支援審議会の組織及び運営に関する規則 

令和5年3月28日 

教育委員会規則第23号 

(趣旨) 

第1条　この規則は、子ども・子育て支援審議会条例(令和4年勝山市条例第58号)に定める

子ども・子育て支援審議会(以下「審議会」という。)の組織及び運営について、必要な

事項を定める。 

(組織) 

第2条　審議会の委員は、次に掲げる者をもってこれに充てる。 

(1)　学識経験を有する者 

(2)　保育園及び幼稚園の保護者団体の代表 

(3)　子ども・子育て関係団体に属する者 

(4)　子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(5)　公募の市民 

(6)　関係行政機関の職員 

(7)　その他教育委員会が必要と認める者 

(資料提出の要求等) 

第3条　議長は、審議のため必要があると認めるときは、当該事項に関し識見を有する者

に対し、資料の提出及び説明その他必要な協力を求めることができる。 

(事務局) 

第4条　審議会の事務局は、こども課に置く。 

(委任) 

第5条　この規則に定めるものを除くほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な

事項は、審議会が定める。 

附　則 

(施行期日) 

1　この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2　この規則の施行の際現に廃止前の勝山市子ども・子育て支援審議会の組織及び運営に

関する規則(平成25年勝山市規則第8号)の規定によりなされた処分、手続その他行為は、

それぞれこの規則の相当規定によりなされた処分、手続その他行為とみなす。 
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令和７年度　勝山市子ども・子育て事業等について 

 

勝山市教育委員会こども課 

 

１．勝山市こども家庭センターでの幅広い包括的な支援の実施 

　・専門職（保健師、看護師、保育士、社会福祉士）を配置し、結婚、妊娠、出

産、子育てに関する相談や申請について、ワンストップで対応する。また、

貧困、ヤングケアラー、DV、ひとり親家庭など幅広い相談に応じる。 

　・「こどもまんなか応援サポーター宣言」や「結婚応援企業」について、市内

企業に賛同を得るとともに、SNS 等を利用し、市の結婚・子育て施策を周知

していく。 

 

２．幼児教育と小学校教育の連携強化と質の高い保育・教育環境の推進 

　    ・「かつやまっこ　すくすくビジョン」に基づいた取り組み内容について、私

立園長会や幼稚園等と情報共有や検討をし、質の高い保育・教育環境を推進

する。 
・幼児教育推進委員会と幼小接続協議会を一体的に実施し、就学前児童が切れ

目なく必要なサポートが受けられるよう小学校と幼稚園、保育園、こども園

とのスムーズな接続を図る。また、関係機関と児童センターとの連携を強化

する。 

・国際交流員等と連携し、就学前から楽しく英語にふれる機会を創出する。 

 

３．勝山市こども計画の推進 

・勝山市こども計画に基づき各種事業を推進していく。 

・子ども・子育て支援審議会を開催し、こども計画の進捗状況を確認する。 

 

４．１１５（いいこ）プロジェクトの推進 

　・応援金１１５として０歳から１８歳までを対象に、こどもの夢や希望を応援

する応援金を給付する。 

　・庁内で１１５プロジェクトを立ち上げ、勝山市独自のこども・子育て支援策

や移住定住策を総合的に市内外に周知し、移住定住を促進する。 

 

５、子ども食堂等運営支援の推進 

・地域のこども達に対し、安心安全で気軽に立ち寄れる食事の提供場所を設 

け、多様かつ複合的な困難を抱えるこどもを早期に発見し、適切な支援機 

関につなげる仕組みをつくり、こどもへの支援体制を強化する。 

 

６、乳児等通園制度（誰でも通園制度） 

・こどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、子

育て家庭に対して多様な働き方や生活様式によらない支援を強化するた

め、就労要件を問わず柔軟に利用できる新たな通園制度を実施する。 

資料１
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７．教育会館・中央公園の改修の実現 

・教育会館を全天候型遊び場と多世代が交流できる場所として令和 9 年度の

供用開始を目途に中央公園と一体的に改修し、にぎわいの創出と子育て環境

の充実を図る。 

・改修にあたり地域住民の意見を集約し、実施設計に反映していく。 

 

８．成器南幼稚園の廃園と跡地利用の検討 

・令和 7年度末での廃園準備と跡地の有効活用を検討する。 
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令和 7 年度 勝山市こども・子育て新規事業について 

 

１．応援金１１５（いいこ） 

（１）目的 

勝山の未来を担うこどもたちの夢や学びを応援し、勝山の未来の発展につなげるた

め、0歳から 18 歳までの全てのこどもに「１１５（いいこ）みらい応援金」（通称：

応援金 115（いいこ））を給付する。 

 

（２）給付内容 

　①出産お祝い金　　 1 万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②応援金　　　　　 6 万円（年１回）　　　6万円×19 年＝114 万円  

①+②合計　115 万円 

 

（３）申請方法 

　・申請手続きは初回とし次年度以降は手続き不要で支給予定。 

　・申請はマイナポデータからの電子申請を原則とするため、こどものマイナンバ

ーカードが必要。 

　・振込先はこども名義の口座とする。 

 

（４）給付方法 

・出産お祝い金と 0歳児については、国の妊婦のための支援交付金（5万 

円）と合わせて給付する。 

・1 歳から 18 歳について年齢は、学年（4 月 2 日～翌年４月 1 日）で捉え、5 月 1

日を基準日とし、年 1回、こどもの口座に振り込む。 

・令和 7年 5月 2日以降に転入のこどもについては、転入時に 6万円を給付する。 

 

（５）廃止する事業 

　・妊産婦医療費助成事業（令和 7年度経過措置あり）　　 

　・すくすく育成奨励金　　　　　　　　　　　　　　　 

　・インフルエンザ予防接種助成　　　　　　　　　　　　 

　・母子父子家庭修学旅行扶助費　　　　　　　　　　　　 

　・母子父子家庭入学激励品　　　　 

 

資料 1-2
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２．こども食堂等運営支援事業補助金 

 

　こども食堂とは、こどもたちのために無料または低額で食事を提供し、多様な体

験や遊びの機会、学習支援等を通じたこどものための居場所。 
 

（１）目的 

地域のこども達に対し、安心安全で気軽に立ち寄れる食事の提供場所を設け、多

様かつ複合的な困難を抱えるこどもを早期に発見し、適切な支援機関につなげる仕

組みをつくり、こどもへの支援体制を強化する。 

 

（２）内容 

①補助対象者　市内においてこども食堂の活動等に取り組む団体 

②対象事業　 

ひとり親家庭や低所得子育て世帯等のこどもをはじめとする多様かつ複合的な

困難を抱えるこども等を対象とする次の事業を行うものであること。 

・こども食堂の運営、学習支援の実施、・生活指導支援の実施 

③補助対象経費　こども食堂等の運営に要する経費 

　1回 1万円、年間 50 万円を限度に補助 

(消耗品、食材費、施設使用料、光熱費、ボランティアの交通費等) 

 

 

３．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

（１）目的　 

こどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、子育て

家庭に対し保護者の多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を

強化する。 

（２）対象者　　保育所等に通っていない０歳６ヶ月～満３歳未満のこども 

（３）利用方法　時間単位で利用（※こども 1人あたり月 10 時間以内） 

（４）利用料　　1時間　300 円（※生活保護世帯、市民税非課税世帯、低所得世帯

においては減免制度あり） 

（５）実施施設　　まつぶんこども園、上野こども園、鹿谷保育園 

 

※一時預かり事業との違いについて 

　一時預かりが、保護者の短期的な就労や病気など一時的に家庭での保育が困難となった場合や

心理的・身体的負担を軽減するためといった保護者の都合による利用であるのに対し、誰でも通

園制度は在宅育児のこどもも、家庭とは異なる経験や、地域の人と関わることで、保護者がこど

もについて新たな気づきを得たりするなど、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、多様

な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、時間単位等で柔軟に利用

できる通園制度として創設された。
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の認可について 

 

乳児等通園支援事業を実施しようとする事業者は市に認可申請を行い、審査基準に適合している場合には認可するものとされ

ています。 

また、認可にあたっては、児童の保護者や児童福祉に係る当事者の意見を聴かなければならないとされているため本審議会に

おいて意見を伺いたい。 

 

 項目 まつぶんこども園 上野こども園 鹿谷保育園

 実施方式 余裕活用型 余裕活用型 余裕活用型

 
乳児等通園支援事業定員

3名 

(0 歳児 1名、1･2 歳児 2名)

3 名 

(0 歳児 2名、1･2 歳児 1名)

3 名 

(0 歳児 1名、1･2 歳児 2名)

 園児数／定員　　 　0歳児 
(4/1 時点)　　　　1･2 歳児

1人／15人 

27 人／30 人

0 人／5人 

22 人／23人

0人／6人 

16 人／18 人

 職員配置　 　　　  0 歳児 
1･2 歳児

2名 

6 名

2名 

7 名

2 名 

5 名

 事業開始予定 令和 7年 6月 1日 令和 7年 6月 1日 令和 7年 6月 1日

 施設基準 

・１人当たりの面積基準 

・保育室等（乳児室、ほふく室、保育室、

遊戯室、トイレ等） 

・その他設備（転落防止設備、防火設備等）

幼保連携型認定こども園の学

級の編制、職員、設備及び運営

に関する基準と同等であり満

たしている

幼保連携型認定こども園の学

級の編制、職員、設備及び運営

に関する基準と同等であり満

たしている

児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準と同等であり満

たしている

 事業実施に必要な経済的基礎の有無 現に認定こども園や保育園を運営しており、これまでの法人監査等においても問題はない

 社会的信望や知識経験の有無 地域に根差した保育事業や他法人との連携を含めた社会福祉法人運営を行っている。また、保育や

一時預かり等の運営を行っており知識経験を備えている。

資料２
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　それぞれの事業実施者において、市条例「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」及びこども家庭庁

の基準である「乳児等通園支援事業の認可等について」に基づき審査した結果、いずれも適合していると認められるため当市と

してはこれを認可し、６月１日からの事業開始を進めたい。 
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）　事業計画書 

 

１　事業実施者について 

 

 

２　申請する事業について 

 (1) 法人名等 社会福祉法人松文福祉会　

 (2) 設立年月日 平成 31 年 4月１日

 (3) 施設経営理念 入園する子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進す

ることに最もふさわしい生活の場を提するよう努めるものとする。

 (4) 保育所等運営

実績（施設類型・開

設年月日）　　　　　　

施設類型：幼保連携型認定こども園 

平成３１年４月 

　まつぶんこども園開園 

　法人名「社会福祉法人松文福祉会」となる。 

 

 

 

 (1) 事業を行う施

設 

 

施 設 名：社会福祉法人松文福祉会　まつぶんこども園 

所 在 地：福井県勝山市旭町１丁目１号５６番 

施設類型※：幼保連携型認定こども園 

定員・在籍児童数（R7.4.1 の見込み）※ 

 

受入年齢※：産休明けから就学前まで 

 

 

 0 歳

児

1歳

児

2歳

児

3歳

児

4歳

児

5歳

児

計

 定　　員 １５ １５ １５ １７ １７ １７ ９６

 在籍児童数 １ １２ １５ ２０ ２１ ２３ ９２
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 (2) 事 業 内 容 

 

実施方法：一般型（在園児合同）・一般型（専用室独立型） 

　　　　　余裕活用型 

定　　員：３名（０歳児１名　　１．２歳児２名) 

          ※利用定員の増減により変動有 

利用方法：定期利用、自由利用、定期・自由利用の両方実施 

 

実 施 日：月曜日から金曜日 

 

実施時間：午前８時３０分から午前１１時５９分 

　　　　　午後１２時から午後１６時２９分 

 

受入年齢：生後６か月から満３歳未満 

 

利用料金※：一人１時間　３００円 

 

その他料金：給食費３００円（おやつ込み） 

 

給食の提供：有・無 

 (3) 事業スケジュ

ール、施設の面積

等、職員状況

事業開始年月日：令和７年６月１日 

 

事業の施設面積 

 

職員配置（予定） 

 

≪提出資料≫ 

・一般型（在園児合同）、一般型（専用室独立型）で実施の場合は、

児童を預かる保育室及び有効面積が確認できる図面 

・余裕活用型で実施する場合は、通常保育で使用している保育室及

び有効面積が確認できる図面 

 ０歳 

乳児室

１歳児室 ２歳児室 遊戯室

 面　　

積

５２．７９

㎡

３７．４３ 

㎡

４６．６４

㎡

１２１．１０ 
㎡

 常勤保育士 非常勤保育

士

その他の常勤

職員

その他の非常

勤職員

 ０歳児 １名 １名

 １、２歳児 ６名
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）　事業計画書 

 

１　事業実施者について 

 

 

２　申請する事業について 

 
(1) 法人名等 社会福祉法人　上野福祉会

 
(2) 設立年月日 昭和 49 年７月 11 日

 

(3) 施設経営理念

社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的か

つ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、そ

の提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性を図り、

もって地域福祉の推進に努める。 

地域福祉に貢献する取り組みとして、子育て世帯等を支援する福祉サ

ービスを積極的に提供する。

 (4) 保育所等運営

実績（施設類型・開

設年月日）　　　　　　

昭和 50 年 4 月 1日 上野保育園開園　定員 60 名

 
昭和 57 年 3 月 20 日 上野こども園園舎増築　定員 90 名

 
平成 21 年 4 月 1日 出生数減少により定員数改定　定員 60 名

 
平成 22 年 11 月 10 日 耐震工事完了

 
平成 30 年 4 月 1日 幼保連携型認定こども園上野こども園　定員 70 名

 令和 6年 3 月 25 日 園舎改築工事完成　定員 70 名

 
令和 6年 6 月 1 日 病児保育(体調不良児型対応)開始　定員 2名

 (1) 事業を行う施

設 

 

施 設 名：上野こども園 

所 在 地：福井県勝山市荒土町別所 33-58-1 

施設類型※：幼保連携型認定こども園 

定員・在籍児童数（R7.4.1 の見込み）※ 

 

受入年齢※：0歳児から就学前児童 

 0 歳

児

1歳

児

2歳

児

3歳

児

4歳

児

5歳

児

計

 定　　員 5 11 12 13 14 15 70

 在籍児童数 0 10 12 5 12 10 49
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 (2) 事 業 内 容 

 

実施方法：余裕活用型 

定　　員：　3名（0歳児：2名　　1、2歳児：1名）　 

※利用定員の増減により変動有) 

 

利用方法：定期・自由利用の両方実施 

 

実 施 日：月曜日から金曜日 

 

実施時間：午前 8時 30 分から午後 4時 30 分 

 

受入年齢：0歳 6か月から満３歳未満まで 

 

利用料金※：一人１時間　300 円 

 

その他料金：（給食費）250 円 

 

給食の提供：有 

 (3) 事業スケジュ

ール、施設の面積

等、職員状況

事業開始年月日：令和 7年 6月 1日 

 

事業の施設面積 

 

職員配置（予定） 

 

 

≪提出資料≫ 

・一般型（在園児合同）、一般型（専用室独立型）で実施の場合は、

児童を預かる保育室及び有効面積が確認できる図面 

・余裕活用型で実施する場合は、通常保育で使用している保育室及び

有効面積が確認できる図面 

 0・1 歳児室 2 歳児室 遊戯室

 

面　　積 58.44 ㎡ 42.00 ㎡ 89.50 ㎡

 常勤保育士 非常勤保育士 その他の常勤

職員

その他の非常

勤職員

 0 歳児 

1、2 歳児

0名 

3 名

2 名 

4 名
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）　事業計画書 

 

１　事業実施者について 

 

 

２　申請する事業について 

 (1) 法人名等 社会福祉法人越前福祉会鹿谷保育園

 (2) 設立年月日 昭和６２年　２月１３日

 (3) 施設経営理念 入園する乳幼児の最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に進め 

心身共に健やかに育成されるように支援する。

 (4) 保育所等運営

実績（施設類型・開

設年月日）　　　　　　

施設類型　　保育所 

開設年月日　昭和６２年４月１日 

 

 (1) 事業を行う施

設 

 

施 設 名：　鹿谷保育園 

所 在 地：　勝山市鹿谷町保田 99-31-2 

施設類型※： 保育所 

定員・在籍児童数（R7.4.1 の見込み）※ 

 

受入年齢※：０歳児から就学前児童 

 

 

 0 歳

児

1 歳

児

2 歳

児

3 歳

児

4 歳

児

5 歳

児

計

 定　　員 ６ 6 12 12 12 12 60

 在籍児童数 0 6 10 8 12 10 46
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 (2) 事 業 内 容 

 

実施方法：余裕活用型 

定　　員：３名（0 歳児：1 名　　1、2 歳児：2 名） 

　　　　　　　※利用定員の増減により変動有 

 

利用方法：定期利用、自由利用、定期・自由利用の両方実施 

 

実 施 日：月曜日から金曜日 

 

実施時間：午前８時３０分から午前１２時００分 

　　　　　午後１時から午後４時３０分 

 

受入年齢：０歳６か月から満３歳未満まで 

 

利用料金※：一人１時間　300 円 

 

その他料金：（給食費）１０００円 

 

給食の提供：有 

 (3) 事業スケジュー

ル 、 施 設 の 面 積

等、職員状況

事業開始年月日：令和７年６月１日 

 

事業の施設面積 

 

 

職員配置（予定） 

 

≪提出資料≫ 

・一般型（在園児合同）、一般型（専用室独立型）で実施の場合は、児

童を預かる保育室及び有効面積が確認できる図面 

・余裕活用型で実施する場合は、通常保育で使用している保育室及び

有効面積が確認できる図面 

 乳児室 2 歳児室 遊戯室

 面　　積 40.56 ㎡ 35．30 ㎡ 73．68 ㎡

 常勤保育士 非常勤保育士 その他の常勤

職員

その他の非常

勤職員

 0 歳児 2 名 　　

 1、2 歳児 　　5 名 　　
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